
　
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年２月13日

【四半期会計期間】 第９期第３四半期(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

【会社名】 株式会社日本製紙グループ本社

【英訳名】 Nippon Paper Group,Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　芳賀 義雄

【本店の所在の場所】 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号

【電話番号】 03－3218－9300　(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　野沢　徹

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区有楽町１丁目12番１号

【電話番号】 03－3218－9300　(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　野沢　徹

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社大阪証券取引所

　(大阪市中央区北浜１丁目８番16号)

株式会社名古屋証券取引所

　(名古屋市中区栄３丁目８番20号)

　

EDINET提出書類

株式会社日本製紙グループ本社(E00689)

四半期報告書

 1/55



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第９期

当第３四半期連結
累計期間

第９期 
当第３四半期連結 

会計期間
第８期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 929,318 300,361 1,211,682

経常利益 (百万円) 22,124 3,409 32,800

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,802 530 5,661

純資産額 (百万円) ─ 459,455 479,758

総資産額 (百万円) ─ 1,606,909 1,625,571

１株当たり純資産額 (円) ─ 389,991.53 407,492.96

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 5,187.54 474.39 5,200.50

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ─ ―

自己資本比率 (％) ─ 27.14 28.05

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 51,402 ─ 74,000

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △47,699 ─ △118,492

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,416 ─ 43,515

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ 16,472 17,724

従業員数 (名) ─ 13,236 13,666

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。　　
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 13,236

(注)　従業員数は就業人員であり、また臨時従業員の総数については従業員数の100分の10未満のため記載を省略してい

ます。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 102

(注)　従業員数は就業人員です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

紙・パルプ事業 数量(ｔ) 1,695,313

洋　　紙 数量(ｔ) 1,193,176

板　　紙 数量(ｔ) 428,637

家 庭 紙 数量(ｔ) 53,558

パ ル プ 数量(ｔ) 19,942

　 紙関連事業 金額(百万円) 17,859

(注) １　パルプについては、グループ内消費分は除いています。

２　紙関連事業は品種等が多岐にわたり、数量表示が困難であるため、各生産高に平均販売価格を乗じた金額のみ

を表示しています。また、この金額には消費税等は含まれていません。

３　木材・建材・土木関連事業、その他の事業は、生産高が僅少であるため、記載を省略しています。

　

(2) 受注実績

当社グループは主として需要と現有設備を勘案した見込生産のため、記載を省略しています。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

紙・パルプ事業 金額(百万円) 235,703

紙関連事業 金額(百万円) 22,602

木材・建材・土木関連事業 金額(百万円) 17,779

その他の事業 金額(百万円) 24,275

合計 金額(百万円) 300,361

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　 ２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略して

います。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

　

(1) 事業の状況

当第３四半期連結会計期間の連結売上高は、300,361百万円となりました。利益につきましては、連結営

業利益は5,841百万円、連結経常利益は3,409百万円、連結四半期純利益は530百万円となりました。

事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりです。

　

（紙・パルプ事業）

紙・パルプ事業は、洋紙・板紙などの価格修正や大型設備の投資効果などによるコストダウンを遂

行していますが、秋以降の実体経済の悪化に伴い需要は急激に減退しており、国内向け販売数量は塗工

紙を中心に前年同期を大きく下回りました。

このような状況のなか、大幅な減産強化による在庫調整を実施し、価格の維持に努めています。以上

の結果、連結売上高は235,703百万円、連結営業利益は2,885百万円となりました。

　

（紙関連事業）

液体用紙容器事業及び化成品事業は、製品価格の修正を実施していますが、原燃料価格高騰によるコ

ストアップや需要減退による販売数量の減少もあり、連結売上高は22,602百万円、連結営業利益は612

百万円となりました。

　

（木材・建材・土木関連事業）

木材・建材・土木事業は、住宅不況の影響を受け、連結売上高は17,779百万円、連結営業利益は700百

万円となりました。

　

（その他の事業）

その他の事業は、運送業・レジャー業などは堅調に推移しましたが、清涼飲料事業については成熟し

た市場での企業間の販売競争が続いています。なお、清涼飲料事業については夏季が最盛期となるた

め、業績には季節的な変動があります。以上の結果、連結売上高は24,275百万円、連結営業利益は1,642

百万円となりました。

（注）清涼飲料の販売を主たる事業とする四国コカ・コーラボトリング㈱の決算日は12月31日であるため、同社の

第３四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）を連結しています。
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(2) 財政状態の分析

① 総資産・純資産

当第３四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末の１兆6,255億円から186億円減少

し、１兆6,069億円となりました。この主な要因は、有形固定資産の減少等によるものです。

純資産は、前連結会計年度末の4,797億円から203億円減少し、4,594億円となりました。この主な要因

は、為替換算調整勘定やその他有価証券評価差額金など、評価・換算差額等の変動によるものです。

　

② 財務政策

当社グループは、キャッシュ・マネジメント・システム(ＣＭＳ)を導入し、日本製紙㈱財務部におい

てグループ内資金を一元的に管理し、機動的かつ効率的にグループ内に配分することにより金融費用

の極小化を図っています。

なお、平成20年12月末における当社グループの連結有利子負債は、7,991億円と、前連結会計年度末に

比べ137億円の増加となっており、主な要因は運転資金の増加によるものです。

また流動性保持の観点から、主要銀行とコミットメントライン契約を締結しています。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16,472百万円

となり、第２四半期連結会計期間末から1,848百万円増加しました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得た資金は34,150百万円となりました。主な内訳は、減価償却費21,201百万円、売上

債権の減少10,023百万円によるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は14,931百万円となりました。主な内訳は、固定資産の取得による支出

13,426百万円、投資有価証券の取得による支出1,010百万円によるものです。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は16,820百万円となりました。主な内訳は、有利子負債の減少及び配当

金の支払によるものです。

　

EDINET提出書類

株式会社日本製紙グループ本社(E00689)

四半期報告書

 6/55



(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期において、当社グループに新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題は次のとお

りです。

平成20年９月に米国証券会社「リーマン・ブラザーズ」が経営破たんしてからは、全世界的な株安と、

金融危機が未曾有の様相を呈し、急速な円高を伴ってわが国の実体経済も急速に悪化しました。紙パルプ

業界では内需の急激な落ち込みと、輸出環境の悪化に直面しております。

当社グループは、この異常な事態に対処するため、大規模な減産体制を維持し、需給の堅持と在庫水準

の適正化に取り組んでおります。また、先行きの不透明な状況が続きますが、急激な変化に対応できる柔

軟な生産・販売・調達体制の構築、原価改善による競争力の強化を着実に実行してまいります。

その他の事業上及び財務上の対処すべき課題につきましては、当社の第８期有価証券報告書の「第一

部　企業情報　第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載しております（第２次中期経営計画の推

進）をご参照ください。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

（株式会社の支配に関する基本方針）

１　基本方針について

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益の確保・向上に資する者が望ましいと考えております。

もっとも、当社は、株式を上場して市場での自由な取引に委ねているため、会社を支配する者の在り

方は、最終的には株主の皆さま全体の意思に基づき決定されるべきであり、会社の支配権の移転を伴う

買付提案に応じるか否かの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えます。

しかしながら、当社株式等に対する大規模買付行為や買付提案の中には、買付目的や買付後の経営方針

等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却

を事実上強要するおそれがあるもの、株主が買付けの条件等について検討したり、当社の取締役会が代

替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付者の提示した条件よりも有利な条件

をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、株主共同の利益を毀損するものもあり得ます。

当社は、このような大規模買付行為や買付提案を行う者は、例外的に当社の財務および事業の方針の

決定を支配する者として適当でないと判断します。

　

２　基本方針に資する取り組みについて

取り組みの内容につきましては、当社の第８期有価証券報告書の「第一部　企業情報　第２　事業の状

況　３　対処すべき課題」に記載しております（第２次中期経営計画の推進）をご参照ください。かか

る取り組みは当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるものであり、上記１で述べた基本

方針に沿うものであります。
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３　当社株式等に対する大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）

(1) 本対応方針の概要

当社は、上記１に述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取り組みとして当社株式等に対する大規模買付行為への対応方

針（以下「本対応方針」といいます。）を導入しました。その概要は以下のとおりです。

① 大規模買付ルールの設定

本対応方針は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的

として、(ⅰ)当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等保有割合が20％以上となる

当該株券等の買付けその他の取得、(ⅱ)当社が発行者である株券等に関する大規模買付者の株券等

所有割合とその特別関係者の株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他

の取得のいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をした行為を除きます。）また

その可能性のある行為がなされ、またはなされようとする場合（以下「大規模買付行為」と総称し

ます。）に、大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）に対し、(Ⅰ)事

前に大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、(Ⅱ)大規模買付行為についての情

報収集・検討等を行う時間を確保したうえで、(Ⅲ)株主の皆さまに当社経営陣の代替案等を提示し、

大規模買付者との交渉を行っていくための手続（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定め

ています。

② 新株予約権無償割当ての利用

大規模買付者が本対応方針において定められた手続に従うことなく大規模買付行為を行う等、当

社の企業価値・株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、当該大規模

買付者による権利行使は認められないとの行使条件および当社が当該大規模買付者以外の者から当

社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）を、その時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割り当て

ます。

③ 当社取締役会の恣意的判断を排するための独立委員会の利用

本対応方針においては、大規模買付行為への対抗措置としての本新株予約権の無償割当ての実施

もしくは不実施、または本新株予約権の取得等の判断について、当社取締役会による恣意的な判断を

排するため、独立委員会規則に従い、当社経営陣からの独立性の高い社外者のみから構成される独立

委員会の判断を経るとともに、株主の皆さまに適時に情報開示を行うことにより透明性を確保する

こととしています。

なお、本対応方針の導入当初の独立委員会は、当社社外監査役２名および社外の有識者１名により

構成されます。

④ 本新株予約権の行使および当社による本新株予約権の取得

本対応方針に従って本新株予約権の無償割当てがなされ、大規模買付者以外の株主の皆さまによ

り本新株予約権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、大規模買付者

以外の株主の皆さまに対して当社株式が交付された場合、当該大規模買付者の有する当社株式の議

決権割合は、当該行使・取得前と比較して、最大で50％まで希釈化される可能性があります。
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(2) 本対応方針が株主・投資家に与える影響等の概要

① 大規模買付ルールの影響

大規模買付ルールは、当社株主の皆さまが大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要

な情報や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆さまが代替案の提示

を受ける機会を保障することを目的としています。これにより株主の皆さまは、十分な情報のもと

で、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の

企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上につながるものと考えます。したがいまして、大規模

買付ルールの設定は、株主および投資家の皆さまが適切な投資判断を行ううえでの前提となるもの

であり、株主および投資家の皆さまの利益に資するものであると考えております。

② 本新株予約権の無償割当時の影響

当社取締役会において本新株予約権無償割当決議を行った場合には、本新株予約権無償割当決議

において別途定める割当期日における株主の皆さまに対し、その保有する株式１株につき本新株予

約権１個の割合で本新株予約権が無償にて割り当てられます。仮に、株主の皆さまが、本新株予約権

の行使期間内に本新株予約権の行使に係る手続を経なければ、他の株主の皆さまによる本新株予約

権の行使により、その保有する当社株式が希釈化されることになります。

ただし、当社は大規模買付者以外の株主の皆さまから本新株予約権を取得し、それと引換えに当社

株式を交付することがあります。当社がかかる取得の手続を取った場合、大規模買付者以外の株主の

皆さまは、本新株予約権の行使および行使価額相当の金銭の払込みをせずに、当社株式を受領するこ

ととなり、保有する当社株式１株あたりの価値の希釈化は生じますが、保有する当社株式全体の希釈

化は生じません。

(3) 本対応方針の合理性

① 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の

利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足してい

ます。

② 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本対応方針は、当社株式等に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じる

べきか否かを株主の皆さまが判断すること、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要

な情報や時間を確保し、株主の皆さまのために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすること

により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入され

ています。

③ 株主意思を重視するものであること（株主総会決議とサンセット条項）

当社は、平成19年６月28日開催の第７回定時株主総会における株主の皆さまのご承認のもとに本

対応方針を導入しました。

また本対応方針の有効期間は、平成21年３月期に関する定時株主総会の終結の時までの２年間と

なっています。また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会

の決議によって本対応方針を廃止することができます。
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④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本対応方針の導入にあたり、当社取締役会または取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆

さまのために、本対応方針の運用に関しての実質的な判断を客観的に行う機関として独立委員会を

設置しました。

実際に当社に対して大規模買付行為がなされた場合には、独立委員会が独立委員会規則に従い、当

該大規模買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するか否か等の観点から、本新株予約

権の無償割当ての実施または不実施について、当社取締役会へ勧告を行い、当社取締役会はその判断

を最大限尊重して、かかる割当ての実施または不実施に関する会社法上の機関としての決議を行う

こととします。

このように、独立委員会によって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、その判

断の概要について株主の皆さまに情報開示することとされており、当社の企業価値・株主共同の利

益に資する範囲で本対応方針の透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

⑤ 合理的な客観的要件の設定

本対応方針は、合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設計されて

おり、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

⑥ 第三者専門家の意見の取得

大規模買付者が出現すると、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（投資銀行、証券会社、

ファイナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、経営コンサルタントその他の専門家を含み

ます。）の助言を受けることができるものとしています。これにより、独立委員会による判断の公正

さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっています。

⑦ デッドハンド型買収防衛策ではないこと

本対応方針は、当社の株券等を大量に買い付けた者が指名し、株主総会で選任された取締役によ

り、廃止することができるものとして設計されており、デッドハンド型買収防衛策（株主総会で取締

役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止または不発動とすることができない買収

防衛策）ではありません。

　

なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト

(http://www.np-g.com/news/news07052402.pdf)に掲載しておりますので、そちらをご参照ください。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,654百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

(1) 設備の新設

該当事項はありません。

　

(2) 設備計画の完了

該当事項はありません。

　

(3) 設備の除却

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

平成20年５月23日開催の取締役会決議及び同年６月27日開催の第８回定時株主総会における定款変更の承認可

決に基づき、平成21年１月４日をもって普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式の数を100株とする単元株制

度を採用すると同時に、発行可能株式総数は297,000,000株増加し、300,000,000株となっています。

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,122,534.63112,253,463
東京(第一部)、
大阪(第一部)、
名古屋(第一部)

―

計 1,122,534.63112,253,463― ―

平成20年５月23日開催の取締役会決議及び同年６月27日開催の第８回定時株主総会における定款変更の承認可

決に基づき、平成21年１月４日をもって普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式の数を100株とする単元株制

度を採用しています。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ― 1,122,534.63― 55,730 ― 318,738
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(5) 【大株主の状況】

１　当第３四半期会計期間において、株式会社みずほコーポレート銀行及びその共同保有者である株式会社みずほ銀行、

みずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社、みずほ投信投資顧問株式会社から平成20年10月22日付の大量保有報

告書の変更報告書の写しの送付があり、平成20年10月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告

を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 31,951 2.85

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 21,467 1.91

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号  1,346 0.12

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号  31,944 2.85

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号   5,654 0.50

２　当第３四半期会計期間において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式

会社、三菱ＵＦＪ証券株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社、エム・ユー投資顧問株式会社から平成21年１月６日付の大

量保有報告書の写しの送付があり、平成20年12月22日現在それぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受け

ておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号  2,862 0.26

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 38,305 3.41

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号  1,778 0.16

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号   7,725 0.69

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号   7,404 0.66

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができませんの

で、直前の基準日である平成20年９月30日の株主名簿により作成しています。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　     453
(相互保有株式)
普通株式　　 4,708 

― ―

完全議決権株式(その他)
(注)２

普通株式1,110,645 1,110,645 ―

端株
(注)１，２

普通株式 6,728.63 ― ―

発行済株式総数 1,122,534.63― ―

総株主の議決権 ― 1,110,645 ―

(注) １　端株には、次の自己株式等が含まれています。

日本製紙パピリア㈱ 0.98株㈱日本製紙グループ本社 0.62株

吉川紙商事㈱ 0.84株千代田スバック㈱ 0.29株　　　

リンテック㈱ 0.50株

２　完全議決権株式(その他)及び端株には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ27株(議決権27個)及び　　0.24

株含まれています。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱日本製紙グループ本社

東京都千代田区有楽町
１－12－１

453 0 453 0.04

(相互保有株式)
日本製紙㈱

東京都北区王子1－4－1 1,733 0 1,733 0.15

日本製紙パピリア㈱ 静岡県富士市原田506 1,303 0 1,303 0.12

㈱大昭和加工紙業
静岡県富士市今泉
３―16―13

730 0 730 0.07

㈱共同紙販ホールディング
ス

東京都中央区晴海3－12－1 431 0 431 0.04

リンテック㈱ 東京都板橋区本町23―23 175 0 175 0.02

日本紙通商㈱
東京都千代田区内神田
２－２－１

103 0 103 0.01

吉川紙商事㈱ 東京都中央区京橋１－９－５ 87 0 87 0.01

北海道曹達㈱
北海道苫小牧市字沼ノ端
134―122

52 0 52 0.00

日本通信紙㈱
東京都台東区池之端
１―６―13

50 0 50 0.00

㈱サンオーク
東京都千代田区神田駿河台
４－４

16 0 16 0.00

千代田スバック㈱ 東京都港区芝浦４―３―４ 11 0 11 0.00

明和産業㈲ 熊本県八代市十条町１―１ 11 0 11 0.00

松木産業㈱ 熊本県八代市毘舎丸町１－３ 6 0 6 0.00

計 ― 5,161 0 5,161 0.46

　

　

　

　
２ 【株価の推移】

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 280,000307,000313,000315,000339,000351,000310,000334,000374,000

最低(円) 238,000255,000282,000266,000272,000268,100210,000280,300292,100

(注)１　最高・最低価格は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

　

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しています。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けてい

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,690 17,758

受取手形及び売掛金 ※４
 259,404 262,716

商品及び製品 95,647 91,869

仕掛品 20,969 19,013

原材料及び貯蔵品 67,691 54,544

その他 47,815 44,614

貸倒引当金 △5,054 △4,694

流動資産合計 503,164 485,822

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 476,167 472,509

減価償却累計額 △301,837 △294,752

建物及び構築物（純額） 174,330 177,756

機械装置及び運搬具 2,005,282 1,953,541

減価償却累計額 △1,593,722 △1,557,436

機械装置及び運搬具（純額） 411,560 396,104

土地 233,816 235,257

建設仮勘定 18,182 50,864

その他 93,311 87,076

減価償却累計額 △56,726 △55,047

その他（純額） 36,585 32,028

有形固定資産合計 ※２
 874,476

※２
 892,012

無形固定資産

のれん ※３
 18,593

※３
 19,172

その他 8,840 7,986

無形固定資産合計 27,434 27,158

投資その他の資産

投資有価証券 183,813 197,522

その他 55,199 60,236

貸倒引当金 △37,179 △37,181

投資その他の資産合計 201,833 220,577

固定資産合計 1,103,744 1,139,748

資産合計 1,606,909 1,625,571
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※４
 151,379 140,664

短期借入金 261,816 218,212

1年内償還予定の社債 30,000 20,200

コマーシャル・ペーパー 7,000 42,500

未払法人税等 2,309 5,702

引当金 2,336 3,354

その他 117,698 125,322

流動負債合計 572,540 555,957

固定負債

社債 83,000 113,000

長期借入金 411,302 391,409

退職給付引当金 41,292 43,570

役員退職慰労引当金 843 1,978

環境対策引当金 906 1,019

その他 37,569 38,877

固定負債合計 574,913 589,855

負債合計 1,147,453 1,145,812

純資産の部

株主資本

資本金 55,730 55,730

資本剰余金 256,034 256,040

利益剰余金 134,538 138,135

自己株式 △1,227 △1,090

株主資本合計 445,076 448,815

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △997 3,922

繰延ヘッジ損益 △3,744 △404

為替換算調整勘定 △4,207 3,567

評価・換算差額等合計 △8,949 7,084

少数株主持分 23,328 23,858

純資産合計 459,455 479,758

負債純資産合計 1,606,909 1,625,571

EDINET提出書類

株式会社日本製紙グループ本社(E00689)

四半期報告書

17/55



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 929,318

売上原価 747,336

売上総利益 181,982

販売費及び一般管理費

運賃諸掛 48,287

販売諸掛 48,517

給料及び手当 ※１
 34,663

その他 29,056

販売費及び一般管理費合計 160,525

営業利益 21,456

営業外収益

受取利息 437

受取配当金 2,418

持分法による投資利益 4,219

その他 6,268

営業外収益合計 13,343

営業外費用

支払利息 7,991

その他 4,683

営業外費用合計 12,674

経常利益 22,124

特別利益

固定資産売却益 209

投資有価証券売却益 433

持分変動利益 337

その他 258

特別利益合計 1,237

特別損失

固定資産除却損 2,615

減損損失 1,622

事業再編損 ※２
 3,467

たな卸資産評価損 1,804

その他 2,706

特別損失合計 12,216

税金等調整前四半期純利益 11,146

法人税、住民税及び事業税 6,352

法人税等調整額 △1,161

法人税等合計 5,191

少数株主利益 152

四半期純利益 5,802
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 300,361

売上原価 241,105

売上総利益 59,255

販売費及び一般管理費

運賃諸掛 15,444

販売諸掛 16,462

給料及び手当 ※１
 11,544

その他 9,962

販売費及び一般管理費合計 53,413

営業利益 5,841

営業外収益

受取利息 140

受取配当金 674

持分法による投資利益 24

補助金収入 709

その他 1,533

営業外収益合計 3,082

営業外費用

支払利息 2,798

為替差損 1,191

その他 1,525

営業外費用合計 5,515

経常利益 3,409

特別利益

固定資産売却益 65

投資有価証券売却益 35

関係会社清算益 54

その他 8

特別利益合計 163

特別損失

固定資産除却損 856

事業再編損 ※２
 440

投資有価証券評価損 755

その他 197

特別損失合計 2,250

税金等調整前四半期純利益 1,321

法人税、住民税及び事業税 689

法人税等調整額 △155

法人税等合計 534

少数株主利益 256

四半期純利益 530
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,146

減価償却費 61,799

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,042

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △537

環境対策引当金の増減額（△は減少） △113

受取利息及び受取配当金 △2,855

支払利息 7,991

持分法による投資損益（△は益） △4,219

固定資産売却損益（△は益） △209

投資有価証券売却益 △433

持分変動損益（△は益） △337

固定資産除却損 2,615

減損損失 1,622

事業再編損失 3,467

売上債権の増減額（△は増加） 3,538

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,411

仕入債務の増減額（△は減少） 12,774

その他 △5,250

小計 68,543

利息及び配当金の受取額 3,426

利息の支払額 △8,649

特別退職金の支払額 △825

事業再編による支出 △2,028

法人税等の支払額 △9,064

営業活動によるキャッシュ・フロー 51,402

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △56,036

固定資産の売却による収入 2,345

投資有価証券の取得による支出 △1,093

投資有価証券の売却による収入 4,052

短期貸付金の増減額（△は増加） 1,890

長期貸付けによる支出 △492

長期貸付金の回収による収入 1,345

その他 288

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,699
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(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 32,127

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △35,500

長期借入れによる収入 62,500

長期借入金の返済による支出 △31,726

社債の償還による支出 △20,200

配当金の支払額 △8,952

その他 △1,664

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,416

現金及び現金同等物に係る換算差額 △903

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △617

現金及び現金同等物の期首残高 17,724

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △633

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 16,472

EDINET提出書類

株式会社日本製紙グループ本社(E00689)

四半期報告書

21/55



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関

する事項の変更

 

(1) 連結の範囲の変更

　前連結会計年度において連結子会社であった日本大昭和板紙東北㈱、日本大昭和板紙関東㈱、日

本大昭和板紙吉永㈱、日本大昭和板紙西日本㈱は、連結子会社である日本大昭和板紙㈱と合併し

たため、連結子会社から除外しています。

　前連結会計年度において連結子会社であった岩国海運㈱は、連結子会社である日本製紙物流㈱

への吸収分割により、重要性が減少したため、連結子会社から除外しています。

　また、前連結会計年度において連結子会社であったはが紙販㈱は、河内屋紙㈱と合併して持分法

適用関連会社となったため、連結子会社から除外しています。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　　36社

２　持分法の適用に

関する事項の変更

 

(1) 持分法適用関連会社の変更　

　前連結会計年度において連結子会社であったはが紙販㈱は、河内屋紙㈱と合併し、㈱共同紙販

ホールディングスとなったことに伴い、同社を持分法適用の範囲に加えています。

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　　　９社

３　会計処理基準に

関する事項の変更

 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平

成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しています。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利

益が1,068百万円、税金等調整前四半期純利益が2,873百万円それぞれ減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を

行っています。これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。

(3) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっていましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６

月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計

基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっています。 

（借手側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額

法を採用しています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、期首に前連結会計年度末における未経過リース料残高または未経過リース料期末残高相当

額（利息相当額控除後）を取得価額として取得したものとしてリース資産に計上する方法に

よっています。

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微です。

（貸手側）

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース取引開始日に売上高と売

上原価を計上する方法によっています。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、期首に前連結会計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものと

して、リース投資資産に計上する方法によっています。

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

　一部の連結子会社では、税金費用について、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しています。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 

　１　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証を行っています。

百万円 百万円
大昭和・丸紅インターナ
ショナル

16,128(16,128)

　従業員(住宅融資) 8,429(8,429)
　AMAPA FLORESTAL E
  CELULOSE S.A.

1,820(910)

  JUJO THERMAL Oy1,279(533)

　VOLTERRA S.A. 983 (983)
　その他 2,666(2,294)

　計 31,307(29,279)

　　　(　)内は連結会社負担額です。

　１　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証を行っています。

百万円 百万円
大昭和・丸紅インターナ
ショナル

19,087(19,087)

  従業員(住宅融資) 8,385(8,385)

　JUJO THERMAL Oy1,977(824)

　NIPPON PAPER TREEFARM1,467(1,467)

　VOLTERRA S.A. 1,262(1,262)
　その他 1,601(1,165)

　計 33,782(32,192)

　　　(　)内は連結会社負担額です。

※２　担保資産

　　　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められるものは、次のと

おりです。

　（工場財団)

建物及び構築物 47,388百万円

　機械装置及び運搬具 136,740      　　

　土地 123,815      

　その他    112      

　計 308,056      

※２　担保資産

　

　　

　（工場財団）

建物及び構築物 74,202百万円

　機械装置及び運搬具 230,050      　　

　土地 127,033      

　その他    157      

　計 431,444      

※３　のれん及び負ののれんの表示

    　のれん及び負ののれんは相殺表示しています。相殺

前の金額は次のとおりです。

　のれん 21,563百万円

　負ののれん △2,970

　差引額 18,593

 
※４　四半期連結会計期間末日の満期手形

　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をしていま

す。当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間

末の残高に含まれています。

     　受取手形　　　　　　　　　　　　　 265百万円

　　 　支払手形　　　　　　　　　　     1,124百万円

※３　のれん及び負ののれんの表示

    　のれん及び負ののれんは相殺表示しています。相殺

前の金額は次のとおりです。

　のれん 23,003百万円

　負ののれん △3,831

　差引額 19,172

 
　４　　　　――――――――――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　退職給付引当金繰入額

3,353百万円を含みます。

※２　事業再編損

　事業再編損の内訳は、紙事業における工場の閉鎖等
に伴う損失3,315百万円、木材・建材事業における生
産子会社の閉鎖に伴う損失152百万円です。
　その主な要因は、特別退職金、貸倒引当金繰入額、工
場閉鎖対応工事等によるものです。

 

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　退職給付引当金繰入額

1,137百万円を含みます。

※２　事業再編損

　事業再編損の内訳は、紙事業における工場の閉鎖等
に伴う損失440百万円です。
　その主な要因は、特別退職金、工場閉鎖対応工事等
によるものです。

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

 貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 現金及び預金 16,690百万円

 預入期間が３か月超の定期預金 △217    

 現金及び現金同等物 16,472      
　

次へ
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,122,534.63

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,236.53

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,489 4,000平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年10月31日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,488 4,000平成20年９月30日 平成20年12月１日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

認められます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額
(百万円)

　株式 56,636 54,717 △1,919

その他 97 81 △16

合計 56,734 54,799 △1,935

(注)　当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,031百万円の減損処理を行って

います。なお減損処理にあたっては、四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減

損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められ

た額について減損処理を行っています。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

紙・パルプ
事業
(百万円)

紙関連事業
(百万円)

木材・建材
・土木
関連事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

235,70322,60217,77924,275300,361 ─ 300,361

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

780 1,99016,68113,91833,371(33,371)─

計 236,48424,59234,46138,194333,732(33,371)300,361

営業利益 2,885 612 700 1,642 5,841 ─ 5,841

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

紙・パルプ
事業
(百万円)

紙関連事業
(百万円)

木材・建材
・土木
関連事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

735,34473,77556,09164,106929,318 ─ 929,318

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,527 6,79748,15844,207101,691(101,691)─

計 737,87280,573104,249108,3141,031,009(101,691)929,318

営業利益 14,0773,103 1,368 2,90621,456 ─ 21,456

(注) １　事業区分の方法

事業区分は製品の製造方法及び種類・性質等の類似性を考慮して区分しました。

２　各事業区分の主要製品

紙・パルプ事業…………………洋紙、板紙、家庭紙、パルプ、製紙原料

紙関連事業………………………紙加工品、化成品

木材・建材・土木関連事業……木材、建材、土木建築

その他の事業……………………飲料、運送業、レジャー事業、電気供給、その他

３　会計処理基準に関する事項の変更

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載したとおり、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更して

います。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における営業利益が、「紙・パル

プ事業」で972百万円、「紙関連事業」で59百万円、「木材・建材・土木関連事業」で36百万円それぞれ減少

しています。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）については、全セグメントの売上高の合計に

占める「日本」の割合が90％を超えるため、記載を省略しています。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）については、海外売上高が連結売上高の10％

未満であるため、記載を省略しています。

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 389,991円53銭 １株当たり純資産額 407,492円96銭

　

２　１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日 
   至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　　5,187円54銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益金額(百万円) 5,802

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,802

普通株式の期中平均株式数(株) 1,118,532.09

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日 
   至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　　474円39銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益金額(百万円) 530

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 530

普通株式の期中平均株式数(株) 1,118,393.83
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(重要な後発事象)

株式の分割および単元株制度の採用

当社は、平成20年５月23日開催の取締役会決議および同年６月27日開催の第８回定時株主総会にお

ける定款変更の承認可決に基づき、平成21年１月４日付で株式分割および単元株制度の採用を行なっ

ております。

(1)株式分割および単元株制度採用の目的

「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法

律（平成16年法律第88号）」（以下、「決済合理化法」とします）の施行による振替制度への移行

（株券電子化）に伴い、同制度の対象外とされている端株の整理を行なうためであります。

　なお、この株式分割および単元株制度の採用に伴う投資単位の実質的な変更はありません。

(2)株式分割および単元株制度採用の概要

決済合理化法の施行日の前々日を基準日として、決済合理化法の施行日の前日に、普通株式１株を

100株に分割するとともに、１単元の株式の数を100株とします。

　なお、当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した場合の当第３四半期連結累計（会計）期間にお

ける１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであります。

 

　　　①1株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

3,899円92銭 4,074円93銭

　　　

　　　②1株当たり四半期純利益および潜在株式調整後1株当たり四半期純利益

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
 　 至　平成20年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額　　　　　　51円88銭

　　　(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
 　 至　平成20年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額　　　　　　 4円74銭

　　　(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　

　

　

　
２【その他】
　
平成20年10月31日開催の取締役会において、第9期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当による配当金の総額 4,488百万円

１株当たりの金額 4,000円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月1日

　

　　　　　　(注)平成20年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第１ 【保証会社情報】

１ 【保証の対象となっている社債】

社債の名称

株式会社日本ユニパッ
クホールディング
第１回無担保社債
(日本製紙株式会社保

証付)

株式会社日本ユニパッ
クホールディング
第５回無担保社債
(日本製紙株式会社保

証付)

株式会社日本製紙 
グループ本社
第６回無担保社債
(日本製紙株式会社保

証付)

株式会社日本製紙 
グループ本社 
第７回無担保社債 
(日本製紙株式会社保

証付)

発行年月 平成15年５月14日 平成16年５月14日 平成17年４月25日 平成18年５月31日

券面総額 200億円 300億円 200億円 200億円

償還額 200億円 300億円 200億円 200億円

提出会社の当四半期
会計期間末現在の未
償還額

200億円 300億円 200億円 200億円

上場金融商品取引所
又は登録認可金融商
品取引業協会名

上場及び登録はしてい
ません

上場及び登録はしてい
ません

上場及び登録はしてい
ません

上場及び登録はしてい
ません

　

社債の名称

株式会社日本製紙
グループ本社
第８回無担保社債
(日本製紙株式会社保

証付)

株式会社日本製紙
グループ本社
第９回無担保社債
(日本製紙株式会社保

証付)

発行年月 平成19年３月27日 平成19年５月25日

券面総額 130億円 100億円

償還額 130億円 100億円

提出会社の当四半期
会計期間末現在の未
償還額

130億円 100億円

上場金融商品取引所
又は登録認可金融商
品取引業協会名

上場及び登録はしてい
ません

上場及び登録はしてい
ません

(注)　株式会社日本ユニパックホールディングは、平成16年10月１日付で株式会社日本製紙グループ本社へ商号変更し

ています。

　

　

２ 【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

該当事項はありません。
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３ 【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

(１) 会社名、代表者の役職氏名及び本店の所在の場所

会社名 日本製紙株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役社長　芳賀　義雄

本店の所在の場所

東京都北区王子１丁目４番１号

（上記は登記上の本店所在地であり実際の本社業務は下記にて行っています）

東京都千代田区有楽町１丁目12番１号

　

なお、第二部　提出会社の保証会社等の情報　第１　保証会社情報　３　継続開示会社に該当しない保証会社に

関する事項　において、「当社」とは保証会社である日本製紙株式会社を指します。

　

　

(２) 企業の概況

① 主要な経営指標等の推移

連結経営指標等

回次
第85期

当第３四半期連結
累計期間

第85期 
当第３四半期連結
会計期間

第84期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 804,358 255,390 1,117,946

経常利益 (百万円) 19,213 2,117 36,501

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失（△）

(百万円) 7,117 △148 13,245

純資産額 (百万円) ─ 401,619 412,722

総資産額 (百万円) ─ 1,511,460 1,540,041

１株当たり純資産額 (円) ─ 350.02 359.82

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期純損失（△）

(円) 6.59 △0.14 12.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ─ ―

自己資本比率 (％) ─ 25.03 25.25

従業員数 (名) ─ 10,892 11,980

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。
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② 事業の内容

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

③ 関係会社の状況

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

④ 従業員の状況

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 10,892

(注)　従業員数は就業人員であり、また臨時従業員の総数については従業員数の100分の10未満のため記載を省略してい

ます。

　

(2) 保証会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 4,819

(注)　従業員数は就業人員です。
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(３) 事業の状況

① 生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

紙・パルプ事業 数量(ｔ) 1,198,258

洋　　紙 数量(ｔ) 1,109,168

板　　紙 数量(ｔ) 22,436

家 庭 紙 数量(ｔ) 5,048

パ ル プ 数量(ｔ) 61,606

　 紙関連事業 金額(百万円) 17,859

(注) １　パルプについては、グループ内消費分は除いています。

２　紙関連事業は品種等が多岐にわたり、数量表示が困難であるため、各生産高に平均販売価格を乗じた金額のみ

を表示しています。また、この金額には消費税等は含まれていません。

３　木材・建材・土木関連事業、その他の事業は、生産高が僅少であるため、記載を省略しています。

　

(2) 受注実績

当社グループは主として需要と現有設備を勘案した見込生産のため、記載を省略しています。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

す。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

紙・パルプ事業 金額(百万円) 177,218

紙関連事業 金額(百万円) 29,565

木材・建材・土木関連事業 金額(百万円) 20,106

その他の事業 金額(百万円) 28,499

合計 金額(百万円) 255,390

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しています。

　　 ２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10未満であるため、記載を省略して

います。

３　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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② 経営上の重要な契約等

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

　

③ 財政状態及び経営成績の分析

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

　

(1) 事業の状況

当第３四半期連結会計期間の連結売上高は、255,390百万円となりました。利益につきましては、連結営

業利益は3,508百万円、連結経常利益2,117百万円、連結四半期純損失は148百万円となりました。

事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりです。

　

（紙・パルプ事業）

紙・パルプ事業は、洋紙などの価格修正や大型設備の投資効果などによるコストダウンを遂行して

いますが、秋以降の実体経済の悪化に伴い需要は急激に減退しており、国内向け販売数量は塗工紙を中

心に前年同期を大きく下回りました。

このような状況のなか、大幅な減産強化による在庫調整を実施し、価格の維持に努めています。以上

の結果、連結売上高は177,218百万円、連結営業利益は224百万円となりました。

　

（紙関連事業）

液体用紙容器事業及び化成品事業は、製品価格の修正を実施していますが、原燃料価格高騰によるコ

ストアップや需要減退による販売数量の減少もあり、連結売上高は29,565百万円、連結営業利益は650

百万円となりました。

　

（木材・建材・土木関連事業）

木材・建材・土木関連事業は、住宅不況の影響を受け、連結売上高は20,106百万円、連結営業利益は

709百万円となりました。

　

（その他の事業）

その他の事業は、運送業・レジャー業などは堅調に推移しましたが、清涼飲料事業については成熟し

た市場での企業間の販売競争が続いています。なお、清涼飲料事業については夏季が最盛期となるた

め、業績には季節的な変動があります。以上の結果、連結売上高は28,499百万円、連結営業利益は1,924

百万円となりました。

（注）清涼飲料の販売を主たる事業とする四国コカ・コーラボトリング㈱の決算期は12月31日であるため、同社の

第３四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）を連結しています。
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(2) 財政状態の分析

① 総資産・純資産

当第３四半期連結会計期間末の連結総資産は、前連結会計年度末の１兆5,400億円から285億円減少

し、１兆5,114億円となりました。この主な要因は、連結範囲の変更に伴う有形固定資産の減少によるも

のです。

純資産は、前連結会計年度末の4,127億円から111億円減少し、4,016億円となりました。この主な要因

は、為替換算調整勘定やその他有価証券評価差額金など、評価・換算差額等の変動によるものです。

　

② 財務政策

当社グループは、キャッシュ・マネジメント・システム(ＣＭＳ)を導入し、当社財務部においてグ

ループ内資金を一元的に管理し、機動的かつ効率的にグループ内に配分することにより金融費用の極

小化を図っています。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期において、当社グループに新たに生じた事業上及び財務上の対処すべき課題は次のとお

りです。

平成20年９月に米国証券会社「リーマン・ブラザーズ」が経営破たんしてからは、全世界的な株安と、

金融危機が未曾有の様相を呈し、急速な円高を伴ってわが国の実体経済も急速に悪化しました。紙パルプ

業界では内需の急激な落ち込みと、輸出環境の悪化に直面しております。

当社グループは、この異常な事態に対処するため、大規模な減産体制を維持し、需給の堅持と在庫水準

の適正化に取り組んでおります。また、先行きの不透明な状況が続きますが、急激な変化に対応できる柔

軟な生産・販売・調達体制の構築、原価改善による競争力の強化を着実に実行してまいります。

なお、その他の事業上及び財務上の対処すべき課題につきましては、㈱日本製紙グループ本社の第８期

有価証券報告書の「第二部　提出会社の保証会社等の情報　第１　保証会社情報　３　継続開示会社に該当

しない保証会社に関する事項　（３）事業の状況　③　対処すべき課題」に記載しております（第２次中

期経営計画の推進）をご参照ください。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,557百万円です。
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(４) 設備の状況

① 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

② 設備の新設、除却等の計画

(1) 設備の新設

該当事項はありません。

　

(2) 設備計画の完了

該当事項はありません。

　

(3) 設備の除却

該当事項はありません。
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(５) 保証会社の状況

① 株式等の状況

(1) 株式の総数等

① 株式の総数

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,200,000,000

計 2,200,000,000

　

② 発行済株式

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,080,671,242
 

1,080,671,242
 

非上場 単元株式数は1,000株

計 1,080,671,2421,080,671,242― ―

　

　

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

　

　

(3) ライツプランの内容

該当事項はありません。

　

　

(4) 発行済株式総数、資本金等の推移

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ― 1,080,671,242― 104,873 ― 115,089

　

　

(5) 大株主の状況

大株主の状況に変更はありません。
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(6) 議決権の状況

① 発行済株式

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―
―

 
―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

 1,080,671,000
1,080,671 ―

単元未満株式
普通株式

         242
― ―

発行済株式総数   1,080,671,242― ―

総株主の議決権 ― 1,080,671 ―

　

　

② 自己株式等

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ―
―

 
―

 

　

　

　

② 株価の推移

当社株式は非上場のため、該当事項はありません。

　

　

　

③役員の状況

退任役員

役職 職名 氏名 退任年月日

取締役 伏木工場長 円谷　典幸 平成20年12月31日
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(６) 経理の状況

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月1日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項

第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しています。
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①　四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,598 17,546

受取手形及び売掛金 ※３　　　　205,366 　　　　　　　221,752

親会社株式 657 433

商品及び製品 80,550 80,278

仕掛品 16,710 15,586

原材料及び貯蔵品 54,829 45,391

短期貸付金 227,005 192,283

その他 45,071 46,021

貸倒引当金 △5,148 △4,826

流動資産合計 641,640 614,467

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 372,734 392,183

減価償却累計額 △240,728 △247,882

建物及び構築物（純額） 132,005 144,300

機械装置及び運搬具 1,547,790 1,570,011

減価償却累計額 △1,229,983 △1,248,262

機械装置及び運搬具（純額） 317,807 321,749

土地 178,132 185,511

建設仮勘定 14,604 37,353

その他 86,682 81,914

減価償却累計額 △51,044 △50,527

その他（純額） 35,638 31,386

有形固定資産合計 　※２　　　　678,188 ※２　　　　720,302

無形固定資産 8,183 7,509

投資その他の資産

投資有価証券 150,578 167,078

その他 69,978 67,734

貸倒引当金 △37,109 △37,051

投資その他の資産合計 183,447 197,761

固定資産合計 869,819 925,573

資産合計 1,511,460 1,540,041

　

EDINET提出書類

株式会社日本製紙グループ本社(E00689)

四半期報告書

41/55



(単位：百万円)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３　　　　150,373 　　　150,933

短期借入金 295,652 277,950

未払法人税等 1,479 4,728

引当金 2,270 2,949

その他 97,963 113,234

流動負債合計 547,740 549,798

固定負債

長期借入金 492,683 501,526

退職給付引当金 21,961 30,630

役員退職慰労引当金 843 1,752

環境対策引当金 649 796

その他 45,962 42,815

固定負債合計 562,100 577,520

負債合計 1,109,840 1,127,318

純資産の部

株主資本

資本金 104,873 104,873

資本剰余金 119,380 119,380

利益剰余金 161,143 156,129

株主資本合計 385,397 380,382

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △933 4,567

繰延ヘッジ損益 △3,718 △408

土地再評価差額金 15,971 16,012

為替換算調整勘定 △18,456 △11,703

評価・換算差額等合計 △7,137 8,468

少数株主持分 23,360 23,871

純資産合計 401,619 412,722

負債純資産合計 1,511,460 1,540,041
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(2) 四半期連結損益計算書

(第３四半期連結累計期間)

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日)

売上高 804,358

売上原価 650,187

売上総利益 154,171

販売費及び一般管理費

運賃諸掛 34,904

販売諸掛 46,041

給料及び手当 ※１　　　　28,227

その他 25,268

販売費及び一般管理費合計 134,441

営業利益 19,730

営業外収益

受取利息 2,504

受取配当金 2,172

持分法による投資利益 1,598

その他 5,437

営業外収益合計 11,714

営業外費用

支払利息 8,205

その他 4,026

営業外費用合計 12,231

経常利益 19,213

特別利益

固定資産売却益 167

投資有価証券売却益 419

持分変動利益 339

その他 174

特別利益合計 1,101

特別損失

固定資産除却損 2,276

減損損失 152

事業再編損 ※２　　　　2,786

たな卸資産評価損 1,336

その他 2,362

特別損失合計 8,915

税金等調整前四半期純利益 11,399

法人税、住民税及び事業税 5,576

法人税等調整額 △ 1,465

法人税等合計 4,110

少数株主利益 170

四半期純利益 7,117
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(第３四半期連結会計期間)

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日 
  至 平成20年12月31日)

売上高 255,390

売上原価 207,015

売上総利益 48,374

販売費及び一般管理費

運賃諸掛 11,077

販売諸掛 15,787

給料及び手当 ※１　　　　9,373

その他 8,626

販売費及び一般管理費合計 44,865

営業利益 3,508

営業外収益

受取利息 905

受取配当金 581

持分法による投資利益 219

その他 2,159

営業外収益合計 3,865

営業外費用

支払利息 2,803

為替差損 1,177

その他 1,276

営業外費用合計 5,256

経常利益 2,117

特別利益

固定資産売却益 56

関係会社清算益 54

その他 28

特別利益合計 138

特別損失

固定資産除却損 761

事業再編損 ※２　　　　350

投資有価証券評価損 731

その他 181

特別損失合計 2,024

税金等調整前四半期純利益 230

法人税、住民税及び事業税 292

法人税等調整額 △ 188

法人税等合計 104

少数株主利益 275

四半期純損失（△） △ 148
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関

する事項の変更

 

(1) 連結の範囲の変更

　前連結会計年度において連結子会社であった日本製紙クレシア㈱は、吸収分割により当社の完

全子会社から㈱日本製紙グループ本社の完全子会社としたことに伴い、連結子会社から除外して

います。

　前連結会計年度において連結子会社であった岩国海運㈱は、連結子会社である日本製紙物流㈱

への吸収分割により、重要性が減少したため、連結子会社から除外しています。

　また、前連結会計年度において連結子会社であったはが紙販㈱は、河内屋紙㈱と合併して持分法

適用関連会社となったため、連結子会社から除外しています。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　　32社

２　持分法の適用に

関する事項の変更

 

(1) 持分法適用関連会社の変更 

　前連結会計年度において連結子会社であったはが紙販㈱は、河内屋紙㈱と合併し、㈱共同紙販

ホールディングスとなったことに伴い、同社を持分法適用の範囲に加えています。 

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数 

　　　８社

３　会計処理基準に

関する事項の変更

 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

　第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平

成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益

性の低下による簿価切下げの方法）に変更しています。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利

益が645百万円、税金等調整前四半期純利益が1,982百万円それぞれ減少しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しています。

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を

行っています。これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。

(3) リース取引に関する会計基準の適用 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっていましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６

月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表

から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計

基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっています。 

（借手側） 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額

法を採用しています。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、期首に前連結会計年度末における未経過リース料残高または未経過リース料期末残高相当

額（利息相当額控除後）を取得価額として取得したものとしてリース資産に計上する方法に

よっています。 

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微です。 

（貸手側） 

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準については、リース取引開始日に売上高と売

上原価を計上する方法によっています。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、期首に前連結会計年度末における固定資産の減価償却累計額控除後の額で契約したものと

して、リース投資資産に計上する方法によっています。 

　これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響はありません。　
　
四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

　一部の連結子会社では、税金費用について、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する

方法を採用しています。

　

　

注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

　１　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証を行っています。

　１　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対

し、債務保証を行っています。

百万円 百万円

㈱日本製紙グループ本社 113,000(113,000)

大昭和・丸紅
インターナショナル

16,128(16,128)

従業員(住宅融資) 8,380(8,380)

日本大昭和板紙㈱ 5,703(5,703)

日本製紙クレシア㈱ 3,279(3,279)

AMAPA FLORESTAL E 
CELULOSE S.A.

1,820 (910)

JUJO THERMAL Oy1,279 (533)

日本製紙パピリア㈱ 1,154(1,154)

VOLTERRA S.A. 983 (983)

その他 2,527(2,155)

計 154,256(152,228)

　　(　)内は連結会社負担額です。

百万円 百万円

㈱日本製紙グループ本社 133,000(133,000)

大昭和・丸紅
インターナショナル

19,087(19,087)

従業員(住宅融資) 8,323(8,323)

日本大昭和板紙吉永㈱ 5,324(5,324)

JUJO THERMAL Oy1,977 (824)

NIPPON PAPER TREEFARM1,467(1,467)

VOLTERRA S.A. 1,262(1,262)

日本大昭和板紙西日本㈱ 806 (806)

日本大昭和板紙東北㈱ 744 (744)

その他 1,817(1,380)

計 173,810(172,221)

　　(　)内は連結会社負担額です。

※２　担保資産

　　　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められるものは、次のと

おりです。 

　（工場財団）

建物及び構築物 31,925百万円

　機械装置及び運搬具 100,216      　　
　土地 99,422      

　計 231,563      
 
※３　四半期連結会計期間末日の満期手形

　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理をしていま

す。当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日

であったため、次の満期手形が四半期連結会計期間

末の残高に含まれています。

　　 受取手形　　　　　　　　　　　　　  165百万円

　　支払手形　　　　　　　　　　　　　  743百万円

※２　担保資産

　　

　（工場財団）

建物及び構築物 48,172百万円

　機械装置及び運搬具 168,656      　　

　土地 102,367      

　その他    29      

　計 319,226      

 ３　　　　　――――――――――――　　　　
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(四半期連結損益計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　退職給付引当金繰入額

2,722百万円を含みます。
※２　事業再編損
　事業再編損の内訳は、紙事業における工場の閉鎖等
に伴う損失2,634百万円、木材・建材事業における生
産子会社の閉鎖に伴う損失152百万円です。
　その主な要因は、特別退職金、貸倒引当金繰入額、工
場閉鎖対応工事等によるものです。

 

　

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　退職給付引当金繰入額

926百万円を含みます。
※２　事業再編損
　事業再編損の内訳は、紙事業における工場の閉鎖等
に伴う損失350百万円です。
　その主な要因は、特別退職金、工場閉鎖対応工事等
によるものです。
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,080,671,242

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) ―

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 5,403 5 平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年10月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,322 4 平成20年９月30日 平成20年11月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。　
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が

認められます。

　

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額
(百万円)

　株式 43,199 42,594 △605

その他 97 81 △16

合計 43,297 42,676 △621

(注)　当第３四半期連結累計期間において、その他有価証券で時価のある株式について859百万円の減損処理を行ってい

ます。なお減損処理にあたっては、四半期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた

額について減損処理を行っています。

　

　

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。
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(セグメント情報)

事業の種類別セグメント情報

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

紙・パルプ
事業
(百万円)

紙関連事業
(百万円)

木材・建材
・土木
関連事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

177,21829,56520,10628,499255,390 ─ 255,390

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

762 1,20815,62111,07928,672(28,672)─

計 177,98030,77435,72839,578284,062(28,672)255,390

営業利益 224 650 709 1,924 3,508 ─ 3,508

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

紙・パルプ
事業
(百万円)

紙関連事業
(百万円)

木材・建材
・土木
関連事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

598,14576,00760,18470,020804,358 ─ 804,358

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,460 4,56544,06435,38786,478(86,478)─

計 600,60680,573104,249105,408890,837(86,478)804,358

営業利益 12,7353,001 1,365 2,62719,730 ─ 19,730

(注) １　事業区分の方法

　　事業区分は製品の製造方法及び種類・性質等の類似性を考慮して区分しました。

２　各事業区分の主要製品

　　紙・パルプ事業…………………洋紙、板紙、家庭紙、パルプ、製紙原料

　　紙関連事業………………………紙加工品、化成品

　　木材・建材・土木関連事業……木材、建材、土木建築

　　その他の事業……………………飲料、運送業、レジャー事業、電気供給、その他

３　会計処理基準に関する事項の変更

　　　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載したとおり、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）

を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更していま

す。

　　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間における営業利益が、「紙・パルプ事

業」で549百万円、「紙関連事業」で59百万円、「木材・建材・土木関連事業」で36百万円それぞれ減少して

います。
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所在地別セグメント情報

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）については、全セグメントの売上高の合計に

占める「日本」の割合が90％を超えるため、記載を省略しています。

　

海外売上高

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結

累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）については、海外売上高が連結売上高の10％

未満であるため、記載を省略しています。

　

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 350円02銭 １株当たり純資産額 359円82銭

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日 
   至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　　　　　　　　　6円59銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益金額(百万円) 7,117

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 7,117

普通株式の期中平均株式数(株) 1,080,671,242

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日 
   至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額　　　　　　　　　　　　　　　　　14銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりです。

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純損失金額(百万円) 148

普通株式に係る四半期純損失金額(百万円) 148

普通株式の期中平均株式数(株) 1,080,671,242

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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②　その他
　　
平成20年10月24日開催の取締役会において、第85期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当による配当金の総額 4,322百万円

１株当たりの金額 4円00銭

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成20年11月28日

　

　　　　　　(注)平成20年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行いました。
　

前へ
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第２　【保証会社以外の会社の情報】
　

該当事項はありません。

　

　

第３　【指数等の情報】
　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

株式会社日本製紙グループ本社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　青　　木　　俊　　人　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　打　　越　　　　　隆　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　竹　　野　　俊　　成　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本製紙グループ本社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本製紙グループ本社及び連結子会

社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は、

第１四半期連結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により

四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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